
�愛媛県告示第２２３０号
愛媛県青少年保護審議会規程（昭和４２年１２月愛媛県告示第

１０５０号）の一部を次のように改正し、平成１８年１月１日から

施行する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第２条中「第５条第２項の指定」の下に「、同条第９項の

命令」を、「第５条の２第２項の指定」の下に「、条例第５

条の７第４項の命令」を、「命令」の下に「、条例第１３条の

５第３項の命令」を加える。

�������
�愛媛県告示第２２３１号
愛媛県情報公開条例第３３条第１項の規定による知事が定め

る法人の指定（平成１３年１２月愛媛県告示第２０１２号）の一部を

次のように改正する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

前文中「第３３条第１項」を「第３４条第１項」に改める。

第６号を次のように改める。

� 財団法人えひめ農林漁業担い手育成公社

第７号及び第８号を削り、第９号を第７号とし、第１０号を

第８号とし、第１１号を第９号とする。

�������
�愛媛県告示第２２３２号
愛媛県個人情報保護条例第５条の規定による知事が定める

法人の指定（平成１３年１２月愛媛県告示第２０１３号）の一部を次

のように改正する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第６号を次のように改める。

� 財団法人えひめ農林漁業担い手育成公社

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社

� 目 次 �
告 示

○ 愛媛県青少年保護審議会規程の一部改正…………………………１３０５

○ 愛媛県情報公開条例第３３条第１項の規定による知事が定める

法人の指定の一部改正………………………………………………１３０５

○ 愛媛県個人情報保護条例第５条の規定による知事が定める法

人の指定の一部改正…………………………………………………１３０５

○ 大規模小売店舗の新設の届出の取下げ……………………………１３０６

○ 解除予定保安林にする旨の通知（２件）…………………………１３０６

○ 解除予定保安林………………………………………………………１３０６

○ 道路の区域変更（県道中島環状線）………………………………１３０６

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………１３０６

○ 道路の区域変更（県道湯山高縄北条線）…………………………１３０７

○ 道路の区域変更（一般国道４４０号）………………………………１３０７

○ 道路の区域変更（県道落合久万線）………………………………１３０７

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………１３０７

○ 道路の区域変更（県道鳥首五十崎線）……………………………１３０７

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………１３０８

○ 道路の区域変更（県道大洲野村線）………………………………１３０８

○ 道路の供用開始（県道肱川公園線）………………………………１３０８

○ 道路の区域変更（一般国道１９７号）………………………………１３０８

○ 道路の区域変更（県道内子双海線）………………………………１３０９

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………１３０９

○ 道路の区域変更（県道坊屋敷小田線）……………………………１３０９

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………１３０９

○ 道路の区域変更（県道網代鳥越線）………………………………１３１０

○ 道路の供用開始（ 〃 ）………………………………１３１０

○ 道路の区域変更（県道一本松城辺線）……………………………１３１０

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………１３１０

○ 開発行為に関する工事の完了………………………………………１３１０

○ 宅地建物取引業法第６７条第１項の規定に基づく公告……………１３１１

公 告

○ 特定非営利活動法人の設立の認証の申請の公告（２件）………１３１１

○ 海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画………………１３１１

訓 令

○ 愛媛県保健所処務規程等の一部を改正する訓令…………………１３１３

監 査 公 表

○ 総務管理課、人事課、財政課、税務課、私学文書課、市町振

興課、行政システム改革課、企画調整課、交通対策課、統計

課、情報政策課、秘書課、広報広聴課、県民生活課、消防防

災安全課、男女参画課、県民活動推進課、人権対策課、環境

政策課、廃棄物対策課、自然保護課、保健福祉課、健康増進

課、薬務衛生課、子育て支援課、障害福祉課、長寿介護課、

産業政策課、労政雇用課、産業創出課、経営支援課、観光交

流課、国際交流課、農政課、農業経済課、農地整備課、農業

経営課、農産園芸課、畜産課、林業政策課、森林整備課、漁

政課、水産課、漁港課、土木管理課、用地課、河川課、水資

源対策課、港湾海岸課、砂防課、道路建設課、道路維持課、

高速道路課、都市計画課、都市整備課、建築住宅課、出納事

務局、人事委員会事務局、議会事務局、監査事務局、教育総

務課、生涯学習課、義務教育課、高校教育課、人権教育課、

障害児教育課、文化振興課、文化財保護課、保健スポーツ課

、労働委員会事務局、警察本部……………………………………１３１４

教育委員会告示

○ 愛媛県指定無形文化財の指定及び当該無形文化財の保持者の

認定、愛媛県指定有形民俗文化財、愛媛県指定無形民俗文化

財及び愛媛県指定天然記念物の指定並びに愛媛県指定天然記

念物の指定の解除……………………………………………………１３１５

雑 報

○ 裁決手続開始の決定の公告…………………………………………１３１６

任 免 辞 令

○ 労働委員会任免辞令…………………………………………………１３１７

告 示

毎週（火・金）曜日発行 第１７２３号 平成１７年１２月２７日

平成１７年１２月２７日火曜日 第１７２３号

愛 媛 県 報

１３０５



��������������

��������������

第７号及び第８号を削り、第９号を第７号とし、第１０号を

第８号とし、第１１号を第９号とする。

�������
�愛媛県告示第２２３３号
大規模小売店舗の新設の届出の概要等（平成１７年１０月愛媛

県告示第１８４２号）によりその概要等を告示した大規模小売店

舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定による

届出が取り下げられたので、次のとおり告示する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２２３４号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから

、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示

する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

四国中央市土居町天満字西山（国有林。次の図に示す部

分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

水源のかん養

３ 解除の理由

道路用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び四国中

央市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第２２３５号
次の保安林を解除予定保安林にする旨の通知を受けたから

、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示

する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

松山市東川町乙７１の８から乙７１の１０まで、乙７２の９から

乙７２の１１まで、乙７３の６

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第２２３６号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

今治市吉海町仁江１４２８の２、１４２９の２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�愛媛県告示第２２３７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２３８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大規模小売店舗
の名称

大規模小売店舗
の所在地 取下年月日

フレスポ松山中央店 松山市中央二丁目７０番
地１外 平成１７年１１月２４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中島環状線
松山市畑里甲８１３番地先から

同市畑里甲６２５番地先まで

旧 ６．０～９．０ ０．１９４

新 ７．８～１９．２ ０．１９４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中島環状線
松山市畑里甲８１３番地先から

同市畑里甲６２５番地先まで
平成１７年１２月２７日

愛 媛 県 報平成１７年１２月２７日 第１７２３号

１３０６
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�愛媛県告示第２２３９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２４０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２４１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２４２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２４３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 湯山高縄北条線
松山市横谷字屋敷谷甲９９番１から

同字４８番１まで

旧 ４．２～９．５ ０．２４１

新 ７．５～１５．０ ０．２４１

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４０号 上浮穴郡久万高原町西谷字中久保７７２２番
旧 ９．５～４３．０ ０．０３０

新 ９．５～５１．５ ０．０３０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 落合久万線
上浮穴郡久万高原町菅生３番耕地４３９番２から

同町菅生３番耕地４５４番３まで

旧 ９．５～１７．５ ０．０１９

新 １１．０～２０．０ ０．０１９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 落合久万線
上浮穴郡久万高原町菅生３番耕地４３９番２から

同町菅生３番耕地４５４番３まで
平成１７年１２月２７日

愛 媛 県 報平成１７年１２月２７日 第１７２３号

１３０７
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�愛媛県告示第２２４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２４６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 鳥首五十崎線

大洲市成能字舟戸甲１０２８番２地先から
同市成能字中野甲１２７１番４地先まで
及 び

大洲市成能字舟戸甲１０２３番４から
同字甲１０２７番４まで

旧 ４．７～９．６
１４．５～２７．３

０．０４４
０．１３０

新 ４．７～９．６
２０．５～３６．６

０．０４４
０．１３０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 鳥首五十崎線
大洲市成能字舟戸甲１０２３番４から

同字甲１０２７番４まで
平成１７年１２月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲野村線
西予市野村町蔵良２１４１番から

同町蔵良２０８７番３まで

旧 ７．４～１９．６ ０．３１７

新 １６．０～６１．０ ０．３１７

〃 〃
西予市野村町高瀬２０７０番２から

同町蔵良２０４６番まで

旧 ４．８～２２．６ ０．１５１

新 １２．３～２２．６ ０．１５１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 肱川公園線
西予市野村町予子林５７２６番３から

同町予子林５７７０番２まで
平成１７年１２月２７日

愛 媛 県 報平成１７年１２月２７日 第１７２３号

１３０８
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�愛媛県告示第２２４８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２５０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
八幡浜市松柏乙１０２５番から

同市松柏乙１０２２番２まで

旧 １１．８～１２．１ ０．０４９

新 １２．８～１３．１ ０．０４９

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 内子双海線
喜多郡内子町論田１１０７番３から

同町論田１１０５番４まで

旧 ８．４～１８．１ ０．０５０

新 ９．８～２０．９ ０．０５０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子双海線
喜多郡内子町論田１１０７番３から

同町論田１１０５番４まで
平成１７年１２月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 坊屋敷小田線
喜多郡内子町大瀬南５１０３番２から

同町大瀬南５６１１番２まで

旧 ５．２～１６．０
６．９～９．８

０．１３８
０．０４１

新 ８．９～３５．３ ０．１４３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 坊屋敷小田線
喜多郡内子町大瀬南５１０３番２から

同町大瀬南５６１１番２まで
平成１７年１２月２７日

愛 媛 県 報平成１７年１２月２７日 第１７２３号

１３０９
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�愛媛県告示第２２５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第２２５６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 網代鳥越線
南宇和郡愛南町油袋１０７番２から

同町油袋１２０番１地先まで

旧 ５．０～８．０ ０．１３４

新 ８．６～２６．０ ０．１３４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 網代鳥越線
南宇和郡愛南町油袋１０７番２から

同町油袋１２０番１地先まで
平成１７年１２月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 一本松城辺線 南宇和郡愛南町広見１９３４番１
旧 ７．６～１１．６ ０．０６４

新 ８．４～１３．６ ０．０６４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 一本松城辺線 南宇和郡愛南町広見１９３４番１ 平成１７年１２月２７日

愛 媛 県 報平成１７年１２月２７日 第１７２３号

１３１０



公 告
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�愛媛県告示第２２５７号
次の宅地建物取引業者の事務所の所在地を確知できないの

で、当該宅地建物取引業者は、愛媛県土木部道路都市局建築

住宅課まで申し出られたい。

なお、この告示の日から３０日を経過しても当該宅地建物取

引業者から申出がないときは、宅地建物取引業法（昭和２７年

法律第１７６号）第６７条第１項の規定によりその免許を取り消

す。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�公 告

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画につ

いて

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律

第７７号）第４条第７項の規定に基づき、海洋生物資源の保存

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１７松局建（開）第６１号

平成１７年１２月１４日
東温市見奈良字廣坪５２０番２、５２０番８、５２１番１及び５２１番５

松山市勝山町一丁目１４番１
サークルケイ四国株式会社
代表取締役 村 上 栄 一

１７松局建（開）第６２号

平成１７年１２月１６日
伊予郡松前町大字鶴吉字安井前３５４番９

松山市東垣生町３７４番地
フォブール大原２０２号
久 津 那 亨

１７四土（開）第２１号

平成１７年１２月１５日

四国中央市土居町小林１２３３番１、１２４８番１、１２４９番１、１２５０番、１２
５１番、１２５２番１、１２５３番１、１２６１番、１２６２番１及び１２６３番１

新潟市清水４５０１番地１
株式会社コメリ
代表取締役会長 捧 賢 一

商号又は名称 氏名又は代表者
の氏名 免許番号 免許年月日

有限会社
ホームアシスト 橋 本 満智子 愛媛県知事�

第４４６１号 平成１６年３月１７日

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１７年１２月１６日 特定非営利活動法人
こうざと 篠 原 學 愛媛県新居浜市郷三丁目１７番１５

号
この法人は、在宅で介護が必要な高齢者そ
の他支援を必要とする人々に対して、地域
に根ざし、まごころのこもった小規模多機
能型居宅介護事業を行い、すべての人々が
安心して健やかに暮らせる地域づくりと福
祉の増進に寄与することを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１７年１２月１４日 特定非営利活動法人
愛媛県レクリエーション協会 土 居 俊 夫 愛媛県松山市上野町甲６５０番地 この法人は、県民に対して、レクリエーシ

ョンの普及振興を図るとともに、生涯スポ
ーツの推進、福祉増進への取り組み、自然
環境保全の教育と普及、子どもの健全育成
、文化芸術など生涯学習の推進、まちづく
りと男女共同参画社会の形成など、広範囲
にわたる社会教育に寄与し、これらの活動
を推進する指導者の養成や団体の育成に努
め、県民一人ひとりの自由時間の充実と生
きがいづくり、心身の健康とやすらぎと活
力に充ちた豊かな生活の形成と社会づくり
に寄与することを目的とする。

愛 媛 県 報平成１７年１２月２７日 第１７２３号

１３１１



及び管理に関する愛媛県計画（平成１６年１２月２８日付け公告）

を次のとおり変更した。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画

１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

県は、海洋生物資源の保存及び管理の一層の推進を図る

ため、海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８

年法律第７７号。以下「法」という。）第３条第１項に規定

する基本計画において定められた第１種特定海洋生物資源

ごとの本県における漁獲可能量（以下「知事管理量」とい

う。）及び第２種特定海洋生物資源の本県の漁業者に係る

漁獲努力可能量（以下「知事管理努力量」という。）の管

理に関し、次のとおり必要な措置を講じることとする。

� 必要に応じて漁業者等の指導、採捕の数量又は漁獲努

力量の公表その他の知事管理量及び知事管理努力量の管

理の実効性を担保するための措置を講じるため、本県に

おける第１種特定海洋生物資源の採捕実績（他県からの

入漁者の採捕実績を含む。）及び本県の漁業者に係る第

２種特定海洋生物資源の操業実績の的確な把握に努める

。

� 海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を

取り巻く環境等についてのより詳細な科学的データ及び

知見を蓄積するため、水産試験場を中心とし、国又は関

係都道府県との連携の下、資源調査体制の充実強化を図

る。

また、引き続き従来からの資源管理型漁業を推進するほ

か、法第１３条第２項に規定する協定に係る制度（以下「協

定制度」という。）の活用等により、漁業者等による自主

的な資源管理を推進することとする。

なお、本県における海洋生物資源の保存及び管理の推進

に当たっては、他県からの入漁者の採捕実績に対し妥当な

配慮を払うものとする。

２ 知事管理量に関する事項

平成１７年及び平成１８年の知事管理量は、次表のとおりで

ある。

第１種特定海洋生物資源
知 事 管 理 量

平成１７年１月
から１２月まで

平成１８年１月
から１２月まで

まあじ ６，０００トン ８，０００トン

まいわし 若 干 若 干

まさば及びごまさば 若 干 若 干

３ 知事管理量の採捕の種類別の数量に関する事項

平成１７年及び平成１８年の知事管理量の採捕の種類別に定

める数量は、次表のとおりとする。

また、資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと

認められる漁業種類については、数量を明示しないことと

した。

第１種特定海

洋生物資源
採捕の種類

数 量

平成１７年１月
から１２月まで

平成１８年１月
から１２月まで

まあじ
中型まき網漁業
及び小型まき網
漁業

４，２００トン ５，６００トン

４ 知事管理量（まあじにあっては、採捕の種類別の数量）

に関し実施すべき施策に関する事項

� 中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、許可

隻数を現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか

、経済的・合理的な漁獲のための漁業者による自主的な

管理を推進するため、協定制度の普及及び定着を図るこ

ととする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、採捕数量の

報告を義務付けることとする。

� まあじの採捕を目的とする一本釣り漁業及び遊漁につ

いては、その実態の把握に努め、数量管理の在り方につ

いて検討することとする。

� まいわし並びにまさば及びごまさばについては、現状

以上に漁獲努力量を増加させることがないように努める

とともに、漁獲数量が前年の漁獲実績程度となるように

努めることとする。

５ 知事管理努力量に関する事項

平成１７年及び平成１８年の知事管理努力量は、次表のとお

りである。

第２
種特
定海
洋生
物資
源

採捕
の種
類

知 事 管 理 努 力 量

瀬戸内海 瀬戸内海 宇和海 宇和海

平成１７
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成１７
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成１８
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成１８
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成１７
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

平成１８
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

さわ
ら

さわ
ら流
し網
漁業

１６，６６０隻
日

５，８８０隻
日

１６，６６０隻
日

５，８８０隻
日

７，４９０隻
日

７，４９０隻
日

６ 知事管理努力量の採捕の種類別及び海域別の数量に関す

る事項

平成１７年及び平成１８年の知事管理努力量の採捕の種類別

及び海域別に定める数量は、次表のとおりとする。

第２種
特定海
洋生物
資源

採捕の
種類 海 域 期 間 漁獲努力量

さわら

流し網
漁業の
うち、
さわら
流し網
漁業及
びさご
し、め

さわら瀬戸
内海系群資
源回復計画
に規定する
燧灘及び安
芸灘

平成１７年４月
１日から６月
３０日まで

１６，６６０隻日

平成１８年４月
１日から６月
３０日まで

１６，６６０隻日

さわら瀬戸
内海系群資
源回復計画
に規定する
伊予灘

平成１７年９月
１日から１１月
３０日まで

５，８８０隻日

平成１８年９月
１日から１１月
３０日まで

５，８８０隻日
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訓 令

じか流
し網漁
業

さわら瀬戸
内海系群資
源回復計画
に規定する
宇和海

平成１７年１０月
１日から１２月
３１日まで

７，４９０隻日

平成１８年１０月
１日から１２月
３１日まで

７，４９０隻日

７ 知事管理努力量に関し実施すべき施策に関する事項

� 瀬戸内海のさわらの資源の回復を図るため国が策定し

たさわら瀬戸内海系群資源回復計画の着実な実施を推進

するとともに、漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６８条

第１項の規定に基づく瀬戸内海広域漁業調整委員会の指

示による操業制限等が遵守されるように努めることとす

る。

� さわら流し網漁業及びさごし、めじか流し網漁業につ

いては、許可隻数を現状以下とする等従来の操業規制を

維持するほか、経済的・合理的な漁獲のための漁業者に

よる自主的な管理を推進するため、協定制度の普及及び

定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、操業海域ご

とにそれぞれ４月１日から６月３０日までの間、９月１日

から１１月３０日までの間及び１０月１日から１２月３１日までの

間における操業実績の報告を義務付けることとする。

８ その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項

� 海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するため

には、より詳細かつ正確な資源状況の把握が必要である

ことから、漁獲情報を的確に把握するとともに、資源に

関する調査研究の充実強化を更に進めることとする。

� 海洋生物資源の保存及び管理を推進するため、小型魚

や産卵親魚の保護等に向けた取組を進めることとする。

�愛媛県訓令第１４号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県保健所処務規程等の一部を改正する訓令を次のよう

に定める。

平成１７年１２月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県保健所処務規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号

）の一部を次のように改正する。

別表生活衛生課の表１５の部を削る。

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号

）の一部を次のように改正する。

別表第２県民活動推進課の表７の部１の項中�を�とし
、�の次に次のように加える。

� 有害図書類等の陳列に係る措置命

令（第５条第９項）
○

� 有害図書類等又は有害がん具類等

の自動販売機等への収納に係る措置

命令（第５条の７第４項）

○

別表第２県民活動推進課の表７の部１の項中�の次に次
のように加える。

� ツーショットダイヤル等利用カー

ドの自動販売機への収納に係る措置

命令（第１３条の５第３項）

○

� 公表（第１３条の８） ○

別表第２県民活動推進課の表７の部４の項事項の欄中「

立入調査員の指定」を「報告の徴収、資料の提出の要求及

び立入調査」に改め、同表中８の部を削り、９の部を８の

部とし、１０の部から１３の部までを１ずつ繰り上げる。

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第

１０号）の一部を次のように改正する。

別表第２県民生活課の表１１の部を次のように改める。

１１ 愛媛

県青少

年保護

条例の

施行に

関する

事務

１ 有害図書類等の陳列に係る指示

又は勧告（第５条第８項）
○

２ 自動販売機等による図書類等又

はがん具類等の販売又は貸付けに

関すること。

� 自動販売機等の設置、変更等

及び承継の届出に係る措置（第

５条の３第１項、第３項、第５

条の５、第５条の６第３項）

○

� 届出済証の再交付（愛媛県青

少年保護条例施行規則（以下こ

の部において「規則」という。

）第６条第４項）

○

� 指示又は勧告（第５条の７第

３項）
○

３ 自動販売機によるツーショット

ダイヤル等利用カードの販売に関

すること。

� 自動販売機の設置、変更等及

び承継の届出に係る措置（第５

条の３第３項、第５条の５、第

５条の６第３項、第１３条の６第

１項、第３項）

○

� 届出済証の再交付（規則第６

条第４項、第１１条第４項）
○

� 指示又は勧告（第１３条の５第

２項）
○

４ 報告の徴収、資料の提出の要求

及び立入調査（第１７条第１項）
○

５ 立入調査員の証の交付（第１７条

第２項）
○

別表第２県民生活課の表中１２の部を削り、１３の部を１２の

部とし、１４の部から３０の部までを１ずつ繰り上げる。

別表第２管理課の表中８の部を削り、９の部を８の部と

し、１０の部から３２の部までを１ずつ繰り上げる。

別表第４用地管理課の表中１３の部を削り、１４の部を１３の

部とし、１５の部から４７の部までを１ずつ繰り上げる。
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監 査 公 表

別表第４備考１中「４５の部」を「４４の部」に改める。

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第４条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号

）の一部を次のように改正する。

第１３条第２項第２４号及び第２５号を次のように改める。

�及び� 削除

第１３条第２項第７１号から第７４号までを次のように改める

。

� 愛媛県青少年保護条例第５条第８項の規定に基づく

有害図書類等の陳列に係る指示又は勧告に関すること

。

� 愛媛県青少年保護条例第５条の３第１項及び第３項

の規定に基づく自動販売機等の設置の届出に係る措置

に関すること。

� 愛媛県青少年保護条例施行規則第６条第４項の規定

に基づく届出済証の再交付に関すること。

� 愛媛県青少年保護条例第５条の５第１項及び同条第

２項において準用する同条例第５条の３第３項の規定

に基づく自動販売機等の変更等の届出に係る措置に関

すること。

第１３条第２項に次の９号を加える。

� 愛媛県青少年保護条例第５条の６第３項の規定に基

づく自動販売機等業者の地位の承継の届出の受理に関

すること。

� 愛媛県青少年保護条例第５条の７第３項の規定に基

づく有害図書類等又は有害がん具類等の自動販売機等

への収納に係る指示又は勧告に関すること。

	 愛媛県青少年保護条例第１３条の５第２項の規定に基

づくツーショットダイヤル等利用カードの自動販売機

への収納に係る指示又は勧告に関すること。


 愛媛県青少年保護条例第１３条の６第１項及び同条第

３項において準用する同条例第５条の３第３項の規定

に基づくツーショットダイヤル等利用カード自動販売

機の設置の届出に係る措置に関すること。

� 愛媛県青少年保護条例施行規則第１１条第４項におい

て準用する同規則第６条第４項の規定に基づく届出済

証の再交付に関すること。

� 愛媛県青少年保護条例第１３条の６第３項において準

用する同条例第５条の５の規定に基づくツーショット

ダイヤル等利用カード自動販売機の変更等の届出に係

る措置に関すること。


 愛媛県青少年保護条例第１３条の６第３項において準

用する同条例第５条の６第３項の規定に基づくツーシ

ョットダイヤル等利用カード自動販売機業者の地位の

承継の届出の受理に関すること。

� 愛媛県青少年保護条例第１７条第１項の規定に基づく

報告の徴収、資料の提出の要求及び立入調査等に関す

ること。

� 愛媛県青少年保護条例第１７条第２項の規定に基づく

立入調査員の証の交付に関すること。

第１３条第５項中第９号及び第１０号を次のように改める。

�及び� 削除

附 則

この訓令は、平成１８年１月１日から施行する。

�公表第３５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定

により、監査の結果を次のとおり公表する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県監査委員 吉 久 宏

同 壺 内 紘 光

同 玉 井 実 雄

同 竹 田 祥 一

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

総 務 管 理 課 平成１７年１１月４日

人 事 課 〃

財 政 課 〃

税 務 課 〃

私 学 文 書 課 平成１７年１０月１９日

市 町 振 興 課 平成１７年１０月３１日

行 政 シ ス テ ム 改 革 課 〃

企 画 調 整 課 平成１７年１１月１５日

交 通 対 策 課 平成１７年１０月１９日

統 計 課 〃

情 報 政 策 課 〃

秘 書 課 平成１７年１１月４日

広 報 広 聴 課 平成１７年１０月１４日

県 民 生 活 課 平成１７年１１月２日

消 防 防 災 安 全 課 平成１７年１０月１８日

男 女 参 画 課 平成１７年１０月２１日

県 民 活 動 推 進 課 〃

人 権 対 策 課 〃

環 境 政 策 課 平成１７年１０月１８日

廃 棄 物 対 策 課 〃

自 然 保 護 課 〃

保 健 福 祉 課 平成１７年１０月３１日

健 康 増 進 課 平成１７年１０月１８日

薬 務 衛 生 課 〃

子 育 て 支 援 課 平成１７年１０月３１日

障 害 福 祉 課 平成１７年１０月２４日

長 寿 介 護 課 〃

産 業 政 策 課 平成１７年１１月１５日

労 政 雇 用 課 平成１７年１０月１１日

産 業 創 出 課 平成１７年１１月１５日

経 営 支 援 課 平成１７年１０月１１日

観 光 交 流 課 平成１７年１０月１４日

国 際 交 流 課 〃

農 政 課 平成１７年１１月１５日
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教育委員会告示

�愛媛県教育委員会告示第１４号
愛媛県文化財保護条例（昭和３２年愛媛県条例第１１号）第２６

条第１項及び第２項、第３２条第１項、第３７条第１項並びに第

３８条第１項の規定に基づき、次のとおり、愛媛県指定無形文

化財に指定し、及び当該無形文化財の保持者に認定し、並び

に愛媛県指定有形民俗文化財、愛媛県指定無形民俗文化財及

び愛媛県指定天然記念物に指定するとともに、愛媛県指定天

然記念物の指定を解除する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県教育委員会

４ 母子寡婦福祉資金貸付金の貸付けを受けた者が、支払期日まで

に償還金を支払わなかったときに徴収することになっている違約

金については、災害その他のやむを得ない理由があるときは、不

徴収とすることができることになっているが、その承認手続に留

意を要するものが認められたので、規則等に基づいた適切な事務

処理に努められたい。 （子育て支援課）

５ 商業基盤等施設整備事業費補助金において、補助金交付団体が

行った契約手続に適切を欠くものが見受けられた。

今後は、補助事業が適正に執行されるよう、補助金交付団体に

対して一層の指導監督の強化に努められたい。 （経営支援課）

６ 中小企業振興資金特別会計における高度化資金貸付金償還金、

施設共同化資金貸付金償還金、繊維工業構造改善資金貸付金償還

金、設備近代化資金貸付金償還金については、適期収入に留意す

るとともに滞納繰越分の整理についてもなお一層の努力が望まれ

る。 （経営支援課）

７ 農業改良資金特別会計における農業改良資金貸付金償還金につ

いては、適期収入に留意が望まれる。 （農業経済課）

８ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金につ

いては、適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理について

も一層の努力が望まれる。 （林業政策課）

９ 林業改善資金特別会計における違約金（貸付金償還金に伴うも

の）については、適切な債権管理が望まれる。 （林業政策課）

１０ 県有林経営事業特別会計の執行については、県営林経営改善計

画に基づいた経営改善の取組がなされた結果、単年度の歳入歳出

差引歳入不足額は、前年度に比べて減少している。

しかしながら、歳入歳出差引歳入不足額は、昭和５９年度以降、

毎年度繰上充用の措置が講じられ、平成１６年度決算では２０億円余

となっており、収支の不均衡が拡大していることから、今後とも

健全な経営に向けてなお一層の努力が望まれる。（森林整備課）

１１ 住宅貸付損害金については、適期収入に留意するとともに滞納

繰越分の整理についてもなお一層の努力が望まれる。

（建築住宅課）

１２ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金については、

適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理についてもなお一

層の努力が望まれる。 （教育総務課）

１３ 諸収入（給与の過払金）については、収入未済額があるので早

期収入に努力が望まれる。 （高校教育課）

１４ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金については、

適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理についてもなお一

層の努力が望まれる。 （人権教育課）

１５ 公務中の警察車両による事故が従来に増して多発しているため

、職員の意識の高揚と事故防止の徹底になお一層の努力が望まれ

る。 （警察本部）

農 業 経 済 課 平成１７年１０月２４日

農 地 整 備 課 平成１７年１１月２日

農 業 経 営 課 〃

農 産 園 芸 課 平成１７年１０月２１日

畜 産 課 〃

林 業 政 策 課 平成１７年１０月１７日

森 林 整 備 課 〃

漁 政 課 〃

水 産 課 〃

漁 港 課 〃

土 木 管 理 課 平成１７年１１月１５日

用 地 課 平成１７年１０月１９日

河 川 課 平成１７年１１月１日

水 資 源 対 策 課 〃

港 湾 海 岸 課 平成１７年１０月１１日

砂 防 課 〃

道 路 建 設 課 平成１７年１１月１日

道 路 維 持 課 〃

高 速 道 路 課 〃

都 市 計 画 課 〃

都 市 整 備 課 〃

建 築 住 宅 課 平成１７年１０月１１日

出 納 事 務 局 平成１７年１０月２４日

人 事 委 員 会 事 務 局 〃

議 会 事 務 局 平成１７年１０月１７日

監 査 事 務 局 平成１７年１１月１５日

教 育 総 務 課 平成１７年１０月３１日

生 涯 学 習 課 平成１７年１１月４日

義 務 教 育 課 平成１７年１０月１４日

高 校 教 育 課 〃

人 権 教 育 課 〃

障 害 児 教 育 課 平成１７年１０月１１日

文 化 振 興 課 平成１７年１０月３１日

文 化 財 保 護 課 平成１７年１１月４日

保 健 ス ポ ー ツ 課 平成１７年１０月３１日

労 働 委 員 会 事 務 局 平成１７年１０月１９日

警 察 本 部 平成１７年１１月２日

（監査の結果）

平成１６年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を

実施したところ、おおむね良好であったが、一部の課において次の

事項が認められた。

１ 生活安定資金貸付金については、償還金未収入金の収入確保に

一層の努力が望まれる。 （保健福祉課）

２ 児童扶養手当の返還金未収入金については、収入確保に一層の

努力が望まれる。 （子育て支援課）

３ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償

還金については、適期収入に留意するとともに滞納繰越分の整理

についてもなお一層の努力が望まれる。 （子育て支援課）
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雑 報

委員長 井 関 和 彦

１ 指定する無形文化財及び認定する無形文化財の保持者

名 称
保 持 者

氏 名 雅 号 生 年 月 日 住 所

砥 部 焼 酒 井 芳 美 芳 人 昭和６年７月４日伊予郡砥部町五本松１４６番地

２ 指定する有形民俗文化財

名 称 所 在 地 所 有 者 員数

伊佐爾波神
社算額 松山市桜谷町１７３番地

松山市桜谷町１７３番
地
宗教法人伊佐爾波神
社

２２面

金刀比羅神
社算額 大洲市中村６１８番地の１

大洲市新谷乙１７７９番
地
宗教法人金刀比羅神
社

１面

３ 指定する無形民俗文化財

名 称 所 在 地 保 護 団 体

久良の能山
踊り 南宇和郡愛南町久良 能山踊り保存会

４ 指定する天然記念物

名 称 所 在 地 所 有 者 員数

石畳東のシダ
レザクラ

喜多郡内子町石畳４３２２
番地

喜多郡内子町内子２８
６７番地
池 田 勇 子

１本

５ 指定を解除する天然記念物

名 称 所 在 地 所 有 者
（管理団体） 員数 参 考

蘇鉄 伊予市大平甲４１９
番地 岡 市 恭 昌 １本

昭和２５年
１０月２４日
指定

いたやかえ
で

四国中央市富郷町
寒川山乙１２２番地

菅 彬
（四国中央市） １本

昭和２９年
１１月２４日
指定

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成１７年１２月２１日次のとおり裁決手続開始の決定をしたの

で公告する。

平成１７年１２月２７日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

１ 起業者の名称

愛媛県

２ 事業の種類

普通河川戸代西川砂防工事（愛媛県今治市宮窪町宮窪地内）及びこれに伴う附帯工事

３ 収用及び使用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

収用使用

の区分

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の
権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用及び使用しよう
とする土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

収 用
愛媛県今
治市宮窪
町宮窪

８０２番 山林 山林 １，４０７１，４０７．００ ６５．４１
登記名義人
亡 田中 平五郎 法定相続人
田中 文江 外８名
（別記のとおり）

─── ─── ──────

９２９番 原野 山林 ３６０ ３６０．００ ２０８．１２
登記名義人
亡 田中 平五郎 法定相続人
田中 文江 外８名
（別記のとおり）

─── ─── ──────

使 用
愛媛県今
治市宮窪
町宮窪

９２９番 原野 山林 ３６０ ３６０．００ １５．６２
登記名義人
亡 田中 平五郎 法定相続人
田中 文江 外８名
（別記のとおり）

─── ─── ──────

（別記） 登記名義人 亡 田中 平五郎 法定相続人

氏 名 持 分 住 所

田 中 文 江 １０８分の１８ 愛媛県今治市宮窪町宮窪８２１番地

槇 美 香 １０８分の６ 愛媛県今治市宮窪町宮窪８２１番地
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任 免 辞 令

�任免辞令
１２月２６日

徳 永 洋 典

（労働者委員）

愛媛県労働委員会委員に任ずる

田 中 修 １０８分の６ 愛媛県松山市久谷町甲２番地７

景 山 みはる １０８分の６ 兵庫県加古郡播磨町南大中一丁目３番１７号

村 越 房 男 １０８分の１８ 愛媛県今治市小浦町一丁目３番３８号

湯 山 満 里 １０８分の９ 愛媛県今治市南大門町一丁目１番地の７

尾 味 里 恵 １０８分の９ 愛媛県今治市大西町紺原甲１６４番地８

田 中 八惠子 １０８分の８ 愛媛県今治市高部甲１６２８番地 高部団地Ｂ２－２０２号

田 中 由香里 １０８分の２８ 愛媛県今治市高部甲１６２８番地 高部団地Ｂ２－２０２号
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 

平成１７年１２月２７日 印刷
平成１７年１２月２７日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円１３１８
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